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に加盟している企業別労働組合で、2009 年調査が 700 組織、2012 年調査が 865
組織である（図表 1）。調査方法は郵便による配布・回収（郵送調査法）で、調
査実施時期は 2009 年調査が 2009 年 11 月上旬～12 月下旬、有効回収票は 365
票（回収率 52.1％）、2012 年調査が 2012 年 11 月上旬～12 月下旬、有効回収






回収率 52.1% 42.4%  
 
回答組織の概要について所属産業別組織と組織概要の 2 つを確認する（図表
2 から図表 4）。まず所属している産業別組織を確認すると（図表 2）、2009 年
調査、2012 年調査とも「電力総連」が 2 割程度（2009 年調査：18.1％、2012
年調査：20.7％）を占めて最も多く、「自動車総連」（同 15.1％、同 16.9％）、
「基幹労連」（同 11.8％、同 13.1％）、「UI ゼンセン同盟」（同 10.4％、同 6.5％）

















































はじめに業績を以下の 3つの質問項目から 2009年調査と 2012年調査を比較
しよう（図表 3 参照）。「最近 3 年間の業況の状況」、「今後 3 年間の業況見通し」、
「最近 3 年間の 1 人当たり生産量または生産額の動向」である。最近 3 年間の
業況は好転しており、「伸びている」と「やや伸びている」を合わせた割合は増
加しており、「落ちている」と答えた組合が大幅に減少した。このような傾向は、
「最近 3 年間の 1 人当たり生産量または生産額の動向」からも確認できる。一
人当たりの生産性にいて「あまり向上していない」「向上していない」と答えた
組合関係者は大幅に減少した。 





































1 組織当たりの平均組合員数は同 2,840.9 人、同 2785.6 人、そのうち組合役
員数は平均同 35.1 人、同 34.0 人、組合役員比率は平均同 3.3％、同 3.3％であ
る。専従役員数は１組織平均同 2.7 人、同 4.2 人で、組合員数に占める専従役
員比率は平均同 0.2％、同 0.2％、組合役員に占める同比率は平均同 21.7％、同
20.1％である。なお、組織率は 2009 年調査、2012 年調査とも「75％以上」が
5 割近く（同 49.9％、同 49.9％）占めており、加重平均した組織率（算出方法













































有効数 平均 有効数 平均
重視度総合指数 － 11187.0 － 10786.8 -400.2 
取り扱うテーマ数 287 24.9 291 24.8 -0.03 
























する度合の高いテーマは、「賞与・一時金の改定」（第 1 位）、「36 協定の取扱いにつ
いて」（第 5 位）、「賃金制度の改定」（第 6 位）、「基本給の改定」（第 7 位）、「定年
延長への対応」（第 8 位）、「労働時間の短縮」（第 9 位）といった労働条件等に関す
るテーマと、「労働安全・衛生への対応」（第 2 位）、「メンタルヘルス」（第 3 位）、
「作業条件・職場環境」（第 4 位）といった働く場の環境整備である（図表 6）。それ
に対して、「パート・アルバイト・契約社員等の労働条件」（第 33 位）、「パート・
アルバイト・契約社員等の活用」（第 34 位）、「派遣社員・請負社員等の活用」（第
35 位）、「派遣社員・請負社員等の労働条件」（第 36 位）といった非正規社員問題を
重視する度合は低い。 
こうした結果を 2009 年調査と比較した図表 7 をみてもらいたい。上位 10 項目と
下位 5 項目の順位の動きを確認すると、まず上位 10 項目については、つぎの 3 つ
の特徴がみられる。第 1 に「賞与・一時金の改定」（2009 年調査：第 1 位→2012
年調査：第 1 位）と「労働安全・衛生への対応」（同第 2 位→同第 2 位）の上位 2
項目に変動はみられない。第 2 に最も順位を上げた項目は「定年延長への対応」で
2009 年調査の第 22 位から 2012 年調査の第 8 位に順位を大きく上げており、これ
に「メンタルヘルス」（同第 5 位→同第 3 位）と「作業条件・職場環境」（同第 7 位
→同第 4 位）、「事業所等の縮小・廃止」（同第 12 位→同第 10 位）、「36 協定の取扱
いについて」（同第 6 位→同第 5 位）が続いている。それに対し、第 3 に順位を下
げた項目は、「賃金制度の改定」（同第 3 位→同第 6 位）、「基本給の改定」（同第 4
位→同第 7 位）、「評価制度の改善」（同第 10 位→同第 13 位）、「労働時間の短縮」
（同第 8 位→同第 9 位）といった労働条件等に関するテーマが多い。改正高齢法の
2013 年施行を控え、それの対応を図るべく労働組合が重視していることがわかる。 
こうした上位 10 項目の順位の変動に対して下位 5 項目のそれは、大きな動きは
みられない（「定着問題」〔2009 年調査：第 32 位→2012 年調査：第 32 位〕、「パー
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ト・アルバイト・契約社員等の労働条件」〔同第 34 位→同第 33 位〕、「パート・ア
ルバイト・契約社員等の活用」〔同第 33 位→同第 34 位〕、「派遣社員・請負社員等















図表 6． 交渉テーマを重視する度合、話し合いの場、 
結果の満足度のランキング（2012 年調査） 
1. 賃金制度の改定 6 (▲3) 11 (▲2) 3 (  0) 32 (  0) 34 (▲8) 12 (▲1)
2. 基本給の改定 7 (▲3) 16 (▲4) 2 (  0) 35 (  0) 35 (▲1) 10 (▲2)
3. 賞与・一時金の改定 1 (  0) 1 (  4) 1 (  0) 36 (  0) 36 (  0) 1 (  1)
4. 個別賃金額の見直し 14 (  5) 23 (  0) 4 (  0) 34 (▲1) 30 (▲11) 17 (  4)
5. 退職金・退職年金の見直し 11 (▲2) 20 (  2) 5 (  0) 31 (▲2) 32 (  3) 11 (  1)
6. 労働時間の短縮 9 (▲1) 6 (  1) 6 (  0) 27 (▲9) 21 (  8) 18 (▲1)
7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など） 31 (▲2) 18 (  2) 10 (  0) 19 (▲3) 29 (▲1) 19 (▲5)
8. 要員計画 18 (▲3) 17 (▲4) 22 (  9) 6 (  3) 27 (▲12) 26 (▲2)
9. 採用計画 28 (▲2) 22 (  4) 25 (  5) 4 (  1) 25 (▲5) 23 (▲5)
10. 配置転換 27 (  0) 21 (▲2) 34 (  1) 13 (  7) 8 (▲2) 22 (  4)
11. 人材育成・教育訓練政策 15 (  1) 12 (  4) 30 (▲1) 5 (▲1) 15 (  3) 15 (  0)
12. 出向・転籍 23 (  1) 24 (▲7) 24 (  4) 15 (▲4) 12 (  2) 25 (▲2)
13. 希望退職 29 (▲1) 32 (▲1) 14 (▲5) 24 (  7) 13 (▲2) 30 (  2)
14. 評価制度の改善 13 (▲3) 13 (▲2) 18 (  0) 10 (  3) 19 (▲6) 24 (  5)
15. 定年延長（再雇用等含む）への対応 8 (  14) 7 (  14) 8 (  0) 23 (  1) 33 (▲11) 9 (  1)
16. 育児・介護休業制度 21 (  0) 10 (  0) 7 (  0) 25 (▲2) 31 (▲6) 2 (▲1)
17. ワーク・ライフ・バランスの推進 12 (▲1) 8 (▲7) 9 (  5) 20 (▲8) 22 (  9) 16 (▲7)
18. 定着問題 32 (  0) 30 (  0) 33 (  0) 7 (  19) 17 (▲12) 32 (▲5)
19. 雇用確保の方策 19 (▲2) 25 (  4) 16 (▲3) 17 (▲2) 20 (  7) 21 (▲14)
20. パート・アルバイト・契約社員等の活用 34 (▲1) 34 (  0) 19 (  3) 22 (▲3) 10 (▲1) 36 (▲2)
21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 33 (  1) 33 (  0) 11 (  0) 26 (  2) 11 (▲3) 34 (▲1)
22. 派遣社員・請負社員等の活用 35 (  0) 35 (  0) 32 (  2) 29 (▲7) 3 (  4) 35 (  0)
23. 派遣社員・請負社員等の労働条件 36 (  0) 36 (  0) 23 (  4) 30 (▲3) 4 (  0) 33 (  3)
24. 企業組織の再編 16 (▲2) 27 (▲2) 12 (  3) 8 (▲2) 24 (▲1) 28 (  0)
25. 事業所等の縮小・廃止 10 (  2) 28 (  0) 13 (  3) 11 (▲3) 28 (  2) 31 (▲1)
26. 企業の海外進出 26 (  5) 31 (  1) 26 (▲3) 3 (  4) 26 (  6) 29 (▲4)
27. 作業条件・職場環境の改善 4 (  3) 2 (  1) 17 (  3) 14 (▲4) 7 (  5) 7 (▲1)
28. 労働安全・衛生への対応 2 (  0) 3 (  1) 27 (▲2) 2 (▲1) 14 (  3) 3 (  0)
29. メンタルヘルス 3 (  2) 4 (  2) 29 (▲5) 16 (▲2) 5 (  5) 8 (  5)
30. 福利厚生の見直し 20 (▲2) 9 (▲1) 15 (▲3) 18 (  3) 9 (  7) 14 (  6)
31. 男女の均等の取り扱い 30 (  0) 29 (▲2) 31 (▲5) 21 (  4) 6 (▲3) 20 (  2)
32. ハラスメントへの対応 22 (  1) 14 (  4) 35 (▲3) 28 (  2) 2 (  0) 6 (  10)
33. 賃金・評価等の苦情処理への対応 25 (  0) 19 (▲5) 36 (  0) 33 (  1) 1 (  0) 27 (  4)
34. 労使協議制の充実 17 (▲4) 15 (  0) 28 (▲7) 1 (  1) 23 (  10) 5 (  0)
35. 労働協約の解釈・疑義 24 (▲4) 26 (▲2) 20 (▲3) 12 (  5) 16 (  5) 13 (  6)










































1 3. 賞与・一時金の改定 1 3. 賞与・一時金の改定
2 28. 労働安全・衛生への対応 2 28. 労働安全・衛生への対応
3 1. 賃金制度の改定 3 29. メンタルヘルス
4 2. 基本給の改定 4 27. 作業条件・職場環境の改善
5 29. メンタルヘルス 5 36. 36協定の取扱いについて
6 36. 36協定の取扱いについて 6 1. 賃金制度の改定
7 27. 作業条件・職場環境の改善 7 2. 基本給の改定
8 6. 労働時間の短縮 8 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応
9 5. 退職金・退職年金の見直し 9 6. 労働時間の短縮
10 14. 評価制度の改善 10 25. 事業所等の縮小・廃止
11 17. ワーク・ライフ・バランスの推進 11 5. 退職金・退職年金の見直し
12 25. 事業所等の縮小・廃止 12 17. ワーク・ライフ・バランスの推進
13 34. 労使協議制の充実 13 14. 評価制度の改善
14 24. 企業組織の再編 14 4. 個別賃金額の見直し
15 8. 要員計画 15 11. 人材育成・教育訓練政策
16 11. 人材育成・教育訓練政策 16 24. 企業組織の再編
17 19. 雇用確保の方策 17 34. 労使協議制の充実
18 30. 福利厚生の見直し 18 8. 要員計画
19 4. 個別賃金額の見直し 19 19. 雇用確保の方策
20 35. 労働協約の解釈・疑義 20 30. 福利厚生の見直し
21 16. 育児・介護休業制度 21 16. 育児・介護休業制度
22 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応 22 32. ハラスメントへの対応
23 32. ハラスメントへの対応 23 12. 出向・転籍
24 12. 出向・転籍 24 35. 労働協約の解釈・疑義
25 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応 25 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応
26 9. 採用計画 26 26. 企業の海外進出
27 10. 配置転換 27 10. 配置転換
28 13. 希望退職 28 9. 採用計画
29 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など） 29 13. 希望退職
30 31. 男女の均等の取り扱い 30 31. 男女の均等の取り扱い
31 26. 企業の海外進出 31 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など）
32 18. 定着問題 32 18. 定着問題
33 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用 33 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件
34 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 34 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用
35 22. 派遣社員・請負社員等の活用 35 22. 派遣社員・請負社員等の活用
36 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件 36 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件
テーマ テーマ
 
（注 1）順位の変化は上位 10 項目と下位 5 項目を取り上げている。 








ついて 2012 年調査の結果を確認すると（図表 9）、「ワーク・ライフ・バラン
ス」（第 8 位）や「育児・介護休業制度」（第 10 位）といった仕事と家庭の両
立を支援するテーマ、「作業条件・職場環境」（第 2 位）、「労働安全・衛生への
対応」（第 3 位）、「メンタルヘルス」（第 4 位）、「福利厚生の見直し」（第 9 位）
といった働く場の環境整備に関するテーマ、「賞与・一時金の改定」（第 1 位）、




活用」（第 34 位）、「派遣社員・請負社員等の活用」（第 35 位）、「派遣社員・請
負社員等の労働条件」（第 36 位）といった非正規社員問題が扱われていない状
況にある。 
こうした結果を 2009 年調査と比較した図表 8 をみてもらいたい。上位 10 項
目と下位 5 項目の順位の動きを確認すると、まず上位 10 項目では、つぎの 3
つの特徴がみられる。第 1 に「育児・介護休業制度」（2009 年調査：第 10 位
→2012 年調査：第 10 位）に変動はみられない。第 2 に最も順位を上げた項目
は「定年延長への対応」で 2009 年調査の第 21 位から 2012 年調査の第 7 位に
大きく順位を上げており、これに「賞与・一時金の改定」（同第 5 位→同第 1
位）と「メンタルヘルス」（同第 6 位→同第 4 位）、「作業条件・職場環境の改
善」（同第 3 位→同第 2 位）、「労働安全・衛生への対応」（同第 4 位→同第 3 位）、
「労働時間の短縮」（同第 7 位→同第 6 位）が続いている。それに対し、第 3 に
順位を下げた項目は、「ワーク・ライフ・バランスの推進」（同第 1 位→同第 8
位）、「福利厚生の見直し」（同第 8 位→同第 9 位）、「賃金制度の改定」（同第 9
位→同第 11 位）である。 
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こうした上位 10 項目の順位変動に対して下位 5 項目のそれは、大きな動き
はみられない（「希望退職」〔2009 年調査：第 31 位→2012 年調査：第 32 位〕、
「パート・アルバイト・契約社員等の労働条件」〔同第 33 位→同第 33 位〕、「パー
ト・アルバイト・契約社員等の活用」〔同第 34 位→同第 34 位〕、「派遣社員・
請負社員等の活用」〔同第 35 位→同第 35 位〕、「派遣社員・請負社員等の労働




















1 17. ワーク・ライフ・バランスの推進 1 3. 賞与・一時金の改定
2 36. 36協定の取扱いについて 2 27. 作業条件・職場環境の改善
3 27. 作業条件・職場環境の改善 3 28. 労働安全・衛生への対応
4 28. 労働安全・衛生への対応 4 29. メンタルヘルス
5 3. 賞与・一時金の改定 5 36. 36協定の取扱いについて
6 29. メンタルヘルス 6 6. 労働時間の短縮
7 6. 労働時間の短縮 7 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応
8 30. 福利厚生の見直し 8 17. ワーク・ライフ・バランスの推進
9 1. 賃金制度の改定 9 30. 福利厚生の見直し
10 16. 育児・介護休業制度 10 16. 育児・介護休業制度
11 14. 評価制度の改善 11 1. 賃金制度の改定
12 2. 基本給の改定 12 11. 人材育成・教育訓練政策
13 8. 要員計画 13 14. 評価制度の改善
14 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応 14 32. ハラスメントへの対応
15 34. 労使協議制の充実 15 34. 労使協議制の充実
16 11. 人材育成・教育訓練政策 16 2. 基本給の改定
17 12. 出向・転籍 17 8. 要員計画
18 32. ハラスメントへの対応 18 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など）
19 10. 配置転換 19 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応
20 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など） 20 5. 退職金・退職年金の見直し
21 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応 21 10. 配置転換
22 5. 退職金・退職年金の見直し 22 9. 採用計画
23 4. 個別賃金額の見直し 23 4. 個別賃金額の見直し
24 35. 労働協約の解釈・疑義 24 12. 出向・転籍
25 24. 企業組織の再編 25 19. 雇用確保の方策
26 9. 採用計画 26 35. 労働協約の解釈・疑義
27 31. 男女の均等の取り扱い 27 24. 企業組織の再編
28 25. 事業所等の縮小・廃止 28 25. 事業所等の縮小・廃止
29 19. 雇用確保の方策 29 31. 男女の均等の取り扱い
30 18. 定着問題 30 18. 定着問題
31 13. 希望退職 31 26. 企業の海外進出
32 26. 企業の海外進出 32 13. 希望退職
33 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 33 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件
34 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用 34 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用
35 22. 派遣社員・請負社員等の活用 35 22. 派遣社員・請負社員等の活用
36 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件 36 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件
テーマテーマ
 
（注 1）順位の変化は上位 10 項目と下位 5 項目を取り上げている。 








与・一時金の改定」（第 1 位）、「基本給の改定」（第 2 位）、「賃金制度の改定」
（第 3 位）、「個別賃金額の見直し」（第 4 位）、「退職金・退職年金の見直し」（第
5 位）、「労働時間の短縮」（第 6 位）、「労働時間の柔軟化」（第 10 位）、「育児・
介護休業制度」（第 7 位）、「定年延長への対応」（第 8 位）、「ワーク・ライフ・
バランスの推進」などの労使間の利害対立の性格を持つ直接的な労働条件など
に関するテーマは団体交渉で扱われている。それに対し労使協議では「採用計
画」（第 4 位）、「要員計画」（第 6 位）、「人材育成・教育訓練政策」（第 5 位）、
「評価制度の改善」（第 10 位）、「労働安全・衛生への対応」（第 2 位）、「企業の
海外進出」（第 6 位）、「企業組織の再編」（第 8 位）、「労使協議制の充実」（第 1
位）などの労使間の共通利害の性格を持つ経営方針に関するテーマが、苦情処
理委員会では「派遣社員・請負社員等の活用」（第 3 位）、「派遣社員・請負社
員等の労働条件」（第 4 位）、「パート・アルバイト・契約社員等の活用」（第 10
位）といった非正規労働問題、そして「賃金・評価等の苦情処理への対応」（第
1 位）、「ハラスメントへの対応」（第 2 位）、「メンタルヘルス」（第 5 位）、「男
女の均等の取扱い」（第 6 位）、「配置転換」（第 8 位）といった個別苦情に関す
るテーマがそれぞれ扱われている。 
こうした結果を2009年調査と比較する。図表9～図表11をみてもらいたい。
上位 10 項目と下位 5 項目の順位の動きを確認すると、各話し合いの場によっ
て順位変化の状況に違いがみられる。第 1 に上位 10 項目、下位 5 項目に大き
な変動がみられないのは団体交渉であり、上位 10 項目では、「ワーク・ライフ・
バランスの推進」の上昇（2009 年調査：第 14 位→2012 年調査 9 位）と「希
望退職」の下降（同第 9 位→同第 14 位）以外の交渉テーマの順位に変動がみ
られない（図表 9）。下位 5 項目については、「派遣社員・請負社員等の活用」
（同第 34 位→同第 32 位）、「配置転換」（同第 35 位→同第 34 位）の上昇と「ハ




り、上位 10 項目では「派遣社員・請負社員等の活用」（同第 7 位→同第 3 位）、
「メンタルヘルスへの対応」（同第 10 位→同第 5 位）、「作業条件・職場環境の
改善」（同第 16 位→同第 7 位）、「福利厚生の見直し」（同第 16 位→同第 9 位）
の上昇と、「定着問題」（同第 5 位→同第 17 位）と「男女の均等の取り扱い」（同
第 3 位→同第 6 位）の下降がみられる（図表 11）。下位 5 項目では「労使協議
制の充実」（同第 33 位→同第 23 位）と「企業の海外進出」（同第 33 位→同第
26 位）の上昇と「定年延長への対応」（同第 22 位→同第 33 位）の下降がそれ
ぞれみられる。 
なお、労使協議はそれらの中間の動きを見せており、上位 10 項目に大きな
変動がみられる。「定着問題」（同第 26 位→同第 7 位）、「企業の海外進出」（同
第 7 位→同第 3 位）の順位が大きく上昇している一方、「36 協定の取扱いにつ
いて」（同第 3 位→同第 9 位）、「作業条件・職場環境の改善」（同第 10 位→同








































1 3. 賞与・一時金の改定 1 3. 賞与・一時金の改定
2 2. 基本給の改定 2 2. 基本給の改定
3 1. 賃金制度の改定 3 1. 賃金制度の改定
4 4. 個別賃金額の見直し 4 4. 個別賃金額の見直し
5 5. 退職金・退職年金の見直し 5 5. 退職金・退職年金の見直し
6 6. 労働時間の短縮 6 6. 労働時間の短縮
7 16. 育児・介護休業制度 7 16. 育児・介護休業制度
8 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応 8 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応
9 13. 希望退職 9 17. ワーク・ライフ・バランスの推進
10 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など） 10 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など）
11 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 11 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件
12 30. 福利厚生の見直し 12 24. 企業組織の再編
13 19. 雇用確保の方策 13 25. 事業所等の縮小・廃止
14 17. ワーク・ライフ・バランスの推進 14 13. 希望退職
15 24. 企業組織の再編 15 30. 福利厚生の見直し
16 25. 事業所等の縮小・廃止 16 19. 雇用確保の方策
17 35. 労働協約の解釈・疑義 17 27. 作業条件・職場環境の改善
18 14. 評価制度の改善 18 14. 評価制度の改善
19 36. 36協定の取扱いについて 19 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用
20 27. 作業条件・職場環境の改善 20 35. 労働協約の解釈・疑義
21 34. 労使協議制の充実 21 36. 36協定の取扱いについて
22 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用 22 8. 要員計画
23 26. 企業の海外進出 23 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件
24 29. メンタルヘルス 24 12. 出向・転籍
25 28. 労働安全・衛生への対応 25 9. 採用計画
26 31. 男女の均等の取り扱い 26 26. 企業の海外進出
27 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件 27 28. 労働安全・衛生への対応
28 12. 出向・転籍 28 34. 労使協議制の充実
29 11. 人材育成・教育訓練政策 29 29. メンタルヘルス
30 9. 採用計画 30 11. 人材育成・教育訓練政策
31 8. 要員計画 31 31. 男女の均等の取り扱い
32 32. ハラスメントへの対応 32 22. 派遣社員・請負社員等の活用
33 18. 定着問題 33 18. 定着問題
34 22. 派遣社員・請負社員等の活用 34 10. 配置転換
35 10. 配置転換 35 32. ハラスメントへの対応
36 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応 36 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応
テーマテーマ
 
（注 1）順位の変化は上位 10 項目と下位 5 項目を取り上げている。 









1 28. 労働安全・衛生への対応 1 34. 労使協議制の充実
2 34. 労使協議制の充実 2 28. 労働安全・衛生への対応
3 36. 36協定の取扱いについて 3 26. 企業の海外進出
4 11. 人材育成・教育訓練政策 4 9. 採用計画
5 9. 採用計画 5 11. 人材育成・教育訓練政策
6 24. 企業組織の再編 6 8. 要員計画
7 26. 企業の海外進出 7 18. 定着問題
8 25. 事業所等の縮小・廃止 8 24. 企業組織の再編
9 8. 要員計画 9 36. 36協定の取扱いについて
10 27. 作業条件・職場環境の改善 10 14. 評価制度の改善
11 12. 出向・転籍 11 25. 事業所等の縮小・廃止
12 17. ワーク・ライフ・バランスの推進 12 35. 労働協約の解釈・疑義
13 14. 評価制度の改善 13 10. 配置転換
14 29. メンタルヘルス 14 27. 作業条件・職場環境の改善
15 19. 雇用確保の方策 15 12. 出向・転籍
16 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など） 16 29. メンタルヘルス
17 35. 労働協約の解釈・疑義 17 19. 雇用確保の方策
18 6. 労働時間の短縮 18 30. 福利厚生の見直し
19 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用 19 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など）
20 10. 配置転換 20 17. ワーク・ライフ・バランスの推進
21 30. 福利厚生の見直し 21 31. 男女の均等の取り扱い
22 22. 派遣社員・請負社員等の活用 22 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用
23 16. 育児・介護休業制度 23 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応
24 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応 24 13. 希望退職
25 31. 男女の均等の取り扱い 25 16. 育児・介護休業制度
26 18. 定着問題 26 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件
27 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件 27 6. 労働時間の短縮
28 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 28 32. ハラスメントへの対応
29 5. 退職金・退職年金の見直し 29 22. 派遣社員・請負社員等の活用
30 32. ハラスメントへの対応 30 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件
31 13. 希望退職 31 5. 退職金・退職年金の見直し
32 1. 賃金制度の改定 32 1. 賃金制度の改定
33 4. 個別賃金額の見直し 33 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応
34 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応 34 4. 個別賃金額の見直し
35 2. 基本給の改定 35 2. 基本給の改定
36 3. 賞与・一時金の改定 36 3. 賞与・一時金の改定
テーマ テーマ
 
（注 1）順位の変化は上位 10 項目と下位 5 項目を取り上げている。 








1 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応 1 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応
2 32. ハラスメントへの対応 2 32. ハラスメントへの対応
3 31. 男女の均等の取り扱い 3 22. 派遣社員・請負社員等の活用
4 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件 4 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件
5 18. 定着問題 5 29. メンタルヘルス
6 10. 配置転換 6 31. 男女の均等の取り扱い
7 22. 派遣社員・請負社員等の活用 7 27. 作業条件・職場環境の改善
8 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 8 10. 配置転換
9 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用 9 30. 福利厚生の見直し
10 29. メンタルヘルス 10 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用
11 13. 希望退職 11 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件
12 27. 作業条件・職場環境の改善 12 12. 出向・転籍
13 14. 評価制度の改善 13 13. 希望退職
14 12. 出向・転籍 14 28. 労働安全・衛生への対応
15 8. 要員計画 15 11. 人材育成・教育訓練政策
16 30. 福利厚生の見直し 16 35. 労働協約の解釈・疑義
17 28. 労働安全・衛生への対応 17 18. 定着問題
18 11. 人材育成・教育訓練政策 18 36. 36協定の取扱いについて
19 4. 個別賃金額の見直し 19 14. 評価制度の改善
20 9. 採用計画 20 19. 雇用確保の方策
21 35. 労働協約の解釈・疑義 21 6. 労働時間の短縮
22 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応 22 17. ワーク・ライフ・バランスの推進
23 24. 企業組織の再編 23 34. 労使協議制の充実
24 36. 36協定の取扱いについて 24 24. 企業組織の再編
25 16. 育児・介護休業制度 25 9. 採用計画
26 1. 賃金制度の改定 26 26. 企業の海外進出
27 19. 雇用確保の方策 27 8. 要員計画
28 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など） 28 25. 事業所等の縮小・廃止
29 6. 労働時間の短縮 29 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など）
30 25. 事業所等の縮小・廃止 30 4. 個別賃金額の見直し
31 17. ワーク・ライフ・バランスの推進 31 16. 育児・介護休業制度
32 26. 企業の海外進出 32 5. 退職金・退職年金の見直し
33 34. 労使協議制の充実 33 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応
34 2. 基本給の改定 34 1. 賃金制度の改定
35 5. 退職金・退職年金の見直し 35 2. 基本給の改定
36 3. 賞与・一時金の改定 36 3. 賞与・一時金の改定
テーマ テーマ
 
（注 1）順位の変化は上位 10 項目と下位 5 項目を取り上げている。 






児・介護休業制度」（第 2 位）、「定年延長への対応」（第 9 位）といった労働関
連の法律に係わるテーマ、「賞与・一時金の改定」（第 1 位）、「基本給の改定」
（第 10 位）、「36 協定の取扱いについて」（第 4 位）といった労働条件に関わる
テーマ、「労働安全・衛生への対応」（第 3 位）、「作業条件・職場環境の改善」
（第 7 位）、「ハラスメントへの対応」（第 6 位）、「メンタルヘルス」（第 8 位）
といった働く場の環境整備、「労使協議制の充実」（第 1 位）の労使関係制度に
関するテーマの満足度は高い。それに対して、「派遣社員・請負社員等の労働条
件」（第 33 位）、「派遣社員・請負社員等の活用」（第 35 位）、「パート・アルバ
イト・契約社員等の労働条件」（第 34 位）、「パート・アルバイト・契約社員等
の活用」（第 36 位）といった非正規社員問題に対する労働組合の満足度は低い。 
こうした結果を 2009 年調査と比較した図表 12 をみてもらいたい。上位 10
項目と下位 5 項目の順位の動きを確認すると、まず上位 10 項目で、つぎの 3
つの特徴がみられる。第 1 に「労働安全・衛生への対応」（2009 年調査：第 3
位→2012 年調査：第 3 位）、「36 協定の取り扱いについて」（同第 4 位→同第 4
位）、「労使協議制の充実」（同第 5 位→同第 5 位）に変動はみられない。第 2
に、最も順位を上げた項目は「ハラスメントへの対応」と「メンタルヘルス」
で、「ハラスメントへの対応」は 2009 年調査の第 16 位から 2012 年調査の第 6
位に、「メンタルヘルス」は同第 16 位から同第 8 位へと大きく順位を上げてい
る。そして、「賞与・一時金の改定」（同第 2 位→同第 1 位）と「定年延長への
対応」（同第 10 位→同第 9 位）がこれらに続いている。それに対し、第 3 に順
位を最も下げた項目は、「雇用確保の方策」（同第 7 位→同第 21 位）と「ワー
ク・ライフ・バランスの推進」（同第 9 位→同第 16 位）であり、これに「育児・
介護休業制度」（同第 1 位→同第 2 位）、「作業条件・職場環境の改善」（同第 6
位→同第 7 位）、「基本給の改定」（同第 2 位→同第 10 位）である。 
こうした上位 10 項目の順位変動に対して下位 5 項目のそれは、「定着問題」








1 16. 育児・介護休業制度 1 3. 賞与・一時金の改定
2 3. 賞与・一時金の改定 2 16. 育児・介護休業制度
3 28. 労働安全・衛生への対応 3 28. 労働安全・衛生への対応
4 36. 36協定の取扱いについて 4 36. 36協定の取扱いについて
5 34. 労使協議制の充実 5 34. 労使協議制の充実
6 27. 作業条件・職場環境の改善 6 32. ハラスメントへの対応
7 19. 雇用確保の方策 7 27. 作業条件・職場環境の改善
8 2. 基本給の改定 8 29. メンタルヘルス
9 17. ワーク・ライフ・バランスの推進 9 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応
10 15. 定年延長（再雇用等含む）への対応 10 2. 基本給の改定
11 1. 賃金制度の改定 11 5. 退職金・退職年金の見直し
12 5. 退職金・退職年金の見直し 12 1. 賃金制度の改定
13 29. メンタルヘルス 13 35. 労働協約の解釈・疑義
14 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など） 14 30. 福利厚生の見直し
15 11. 人材育成・教育訓練政策 15 11. 人材育成・教育訓練政策
16 32. ハラスメントへの対応 16 17. ワーク・ライフ・バランスの推進
17 6. 労働時間の短縮 17 4. 個別賃金額の見直し
18 9. 採用計画 18 6. 労働時間の短縮
19 35. 労働協約の解釈・疑義 19 7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など）
20 30. 福利厚生の見直し 20 31. 男女の均等の取り扱い
21 4. 個別賃金額の見直し 21 19. 雇用確保の方策
22 31. 男女の均等の取り扱い 22 10. 配置転換
23 12. 出向・転籍 23 9. 採用計画
24 8. 要員計画 24 14. 評価制度の改善
25 26. 企業の海外進出 25 12. 出向・転籍
26 10. 配置転換 26 8. 要員計画
27 18. 定着問題 27 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応
28 24. 企業組織の再編 28 24. 企業組織の再編
29 14. 評価制度の改善 29 26. 企業の海外進出
30 25. 事業所等の縮小・廃止 30 13. 希望退職
31 33. 賃金・評価等の苦情処理への対応 31 25. 事業所等の縮小・廃止
32 13. 希望退職 32 18. 定着問題
33 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 33 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件
34 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用 34 21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件
35 22. 派遣社員・請負社員等の活用 35 22. 派遣社員・請負社員等の活用
36 23. 派遣社員・請負社員等の労働条件 36 20. パート・アルバイト・契約社員等の活用
テーマ テーマ
 
（注 1）順位の変化は上位 10 項目と下位 5 項目を取り上げている。 





位→同第 34 位〕、「パート・アルバイト・契約社員等の活用」〔同第 34 位→同
第 36 位〕、「派遣社員・請負社員等の活用」〔同第 35 位→同第 35 位〕、「派遣社

















































































2009年調査 361 23.0 49.9 21.3 4.4 1.4 288.7
2012年調査 361 19.7 55.7 21.9 2.2 0.6 291.9
変化指数 - -3.3 5.8 0.6 -2.2 -0.8 3.2  
（注 1）「満足度指数」：「満足している」4 点、「やや満足している」3 点、「やや不満である」2 点、
「不満である」1 点で算出。指数の値が大きいほど満足している傾向にある。 



























































1. 賃金制度の改定 6.3 -5.5 -0.8 -0.0 -0.2 -0.7 
2. 基本給の改定 2.7 -3.1 0.4 -1.2 -0.1 -0.0 
3. 賞与・一時金の改定 5.1 -6.0 1.0 -0.5 -0.2 0.4
4. 個別賃金額の見直し 7.4 -5.9 -1.5 0.3 -0.1 -0.9 
5. 退職金・退職年金の見直し 7.3 -9.7 2.4 0.6 -0.2 0.7
6. 労働時間の短縮 3.2 -6.5 3.3 -0.5 -0.4 0.9
7. 労働時間の柔軟化（変形労働時間など） 2.7 -4.1 1.4 -0.0 -0.0 0.2
8. 要員計画 4.1 -1.8 -2.2 0.4 0.1 -1.3 
9. 採用計画 2.4 -2.7 0.3 0.3 0.3 -0.1 
10. 配置転換 1.8 -2.1 0.2 0.2 0.1 -0.9 
11. 人材育成・教育訓練政策 1.2 -3.5 2.3 0.1 0.4 0.5
12. 出向・転籍 2.3 -6.1 3.9 0.0 -0.4 0.3
13. 希望退職 -3.5 2.9 0.6 -0.6 0.0 -0.5 
14. 評価制度の改善 3.0 -3.4 0.4 0.2 -0.0 -0.6 
15. 定年延長（再雇用等含む）への対応 4.5 -4.3 -0.2 1.1 0.7 -0.1 
16. 育児・介護休業制度 4.6 -5.1 0.5 -0.0 -0.3 -0.2 
17. ワーク・ライフ・バランスの推進 5.5 -8.7 3.2 0.8 -0.0 1.1
18. 定着問題 2.1 4.8 -6.9 0.2 0.4 -1.7 
19. 雇用確保の方策 -1.2 -2.8 4.0 -0.4 0.1 0.9
20. パート・アルバイト・契約社員等の活用 3.5 -4.0 0.5 0.1 -0.1 -0.5 
21. パート・アルバイト・契約社員等の労働条件 1.0 -0.8 -0.1 -0.2 -0.0 -0.6 
22. 派遣社員・請負社員等の活用 3.1 -10.9 7.7 0.1 -0.3 0.1
23. 派遣社員・請負社員等の労働条件 2.9 -7.3 4.5 0.0 -0.1 -0.1 
24. 企業組織の再編 4.9 -6.5 1.5 0.4 -0.1 0.2
25. 事業所等の縮小・廃止 4.7 -6.5 1.8 0.3 -0.2 0.2
26. 企業の海外進出 -0.1 -2.4 2.4 -0.1 0.2 0.3
27. 作業条件・職場環境の改善 3.6 -7.5 3.9 0.5 -0.0 0.9
28. 労働安全・衛生への対応 0.9 -4.5 3.6 0.0 0.2 1.0
29. メンタルヘルス -0.3 -5.5 5.8 -0.2 0.1 1.6
30. 福利厚生の見直し -1.3 -4.3 5.6 -0.5 0.1 1.6
31. 男女の均等の取り扱い -0.2 -0.7 0.9 -0.3 -0.1 -1.2 
32. ハラスメントへの対応 0.3 -1.2 0.9 -0.0 0.2 -1.4 
33. 賃金・評価等の苦情処理への対応 0.7 -0.6 -0.1 0.0 0.0 -3.3 
34. 労使協議制の充実 -1.4 -2.7 4.0 -0.3 0.2 1.2
35. 労働協約の解釈・疑義 -1.7 -2.0 3.7 -0.5 0.0 0.6







































以上の分析結果から明らかになったのは以下の 3 点である。 











































































































































































無回答 0.8 1.1  
 
次に単組から産別組織やナショナルセンターに派遣している人数を比較す






































無回答 6.3 6.3  
 
そこで、産別組織に期待している具体的支援についても比較しよう（図表 22）。




















































以上の分析結果から明らかになったのは次の 3 点である。 









































































1 2009 年調査結果の分析は、全国労働組合生産性会議（2010）「第 3 回全労生・地方
労生「雇用と労使関係課題」に関する共同アンケート調査結果報告書」、および田口








ケート」を使った分析−」『日本労務学会誌』第13巻1号 pp. 2-16 
・全国労働組合生産性会議（2010）「第3回全労生・地方労生「雇用と労使関係課題」に
関する共同アンケート調査結果報告書」 
・――――（2014）「第4回全労生・地方労生「雇用と労使関係課題」に関する共同アンケー
ト調査結果報告書」 
・田口和雄・梅崎修（2010）「話し合いの場所」『高千穂論叢』第45巻第3号、pp.43-61 
・――――・――――（2011）「中小企業における従業員発言機構の機能」『日本労務学会誌』
第12巻第2号 pp.61-77 
